
令和６年度 宣言企業におけるテレワーク実態調査
（第２回目）

２０２５年１月
東京都産業労働局
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■アンケート実施内容

・期間：２０２４年１０月１０日～１１月７日
・回答数：４３８件 （２０２３年第二回は２９０件）

１ 御社の業種を選択ください。
２０２４年 n=438

情報通信業, 150件, 
34%

サービス業, 99件, 
22%

卸売業・小売業, 30件, 
7%

製造業, 24件, 5%

医療・福祉, 21件, 5%

建設業, 21件, 5%

教育・学習支援業, 12件, 3%

不動産業, 10件, 2%

運送業, 3件, 1%

宿泊業・飲食サービス

業, 3件, 1%

金融業・保険業, 3件, 
1% 人材紹介

業, 3件, 
1%

その他, 59件, 13%



２ 御社の企業規模を選択ください。
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２０２４年 n=438

常時雇用30人以
下, 319件, 73%

常時雇用30～99
人, 90件, 20%

常時雇用100～299
人, 26件, 6%

常時雇用300人～999
人以下, 3件, 1%



３ あなたの役職を教えてください。

半分以上が経営層（部⾧以上、経営者、役員を含む）からの回答でした。

２０２４年 n=438

経営層（部長以

上、経営者・役員

を含む）, 240件, 
55%

社員層（課長職

以下）, 198件, 
45%



４ 2025年4月施行予定の育児介護休業法改正（子育てや介護でのテレワークなどの柔
軟な働き方への対応努力義務など）へ向けてどのようなところから情報を収集していま
すか？（複数回答可）

半数近くが公的機関のホームページから情報を収集しており、次が社労士でした。
イベントやセミナーへ参加しての情報収集は少なく、ホームページから情報を収集する
か付き合いのある社労士から情報を収集している企業が多いことが伺えます。

２０２４年 n=438

1%

4%

5%

6%

16%

21%

47%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

官報

その他

公的機関のイベント・セミナーへの参加

民間のイベント・セミナーへの参加

民間のホームページ

社労士

厚生労働省や東京都など公的機関のホームページ



５ 育児介護休業法改正へ向けてどのような対策を実施していますか？ （複数回答可）

対象者の把握を行っているが最も多かったですが、規定の見直し、テレワーク業務の
拡大、クラウドサービス導入など具体的な対策を実施している企業も多いです。

第１回アンケートでは、対策に着手している企業（改正予定に対して対策ができてい
る・一部対策を実施している）が18％に留まるのに対して、第２回では58％の企業（赤
枠内）が対策に着手しており、具体的な対策が進み始めていることが伺えます。

２０２４年 n=438

（参考）第一回目アンケート
育児介護休業法改正への準備を進めていますか

情報を収集してい

る, 207件, 44%

改正予定の内容を

知らない, 108件, 

23%

対策を検討してい

る, 66件, 14%

一部対策を実

施している, 

53件, 11%

改正予定に対して

対策ができてい

る, 34件, 7%

対象者がいない, 

2件, 0%
その他, 5件, 1%

1%

2%

4%

4%

12%

17%

29%

32%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

労働組合との調整をしている

その他

何もしていない

労働時間制限への対策として、人員を確保をして

いる

端末整備、クラウドサービスの導入、ネットワー

クの拡充等をしている

テレワークの対象となる業務を拡大している

就業規則やテレワーク規定の見直しをしている

対象者の把握を行っている



６ テレワークにおける勤務時間管理はどのように実施していますか？ （複数回答可）

勤務管理ツールを導入している企業が最も多いですが、普段業務で使っているチャットツール
やエクセル、メールなどを工夫、活用して勤務管理を実施していることが伺えます。

２０２４年 n=438

2%

15%

18%

22%

43%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

その他

メールでの始業時刻・終了時刻の報告

エクセルなどの勤務表で自己申告

TEAMSやSLACKなどのチャットツール

勤怠管理ツール



７ テレワークでの勤務時間管理で困っていることはありますか？ （複数回答可）

勤務時間や作業内容の正確な把握や労働時間制度（フレックスタイム制度、中抜け
時間など）への対応などが上位にあがっています。一方で、特に困っている事がない
と答えた企業も２３％と２番目に多く、現状のしくみで満足している企業も多いこと
が伺えます。

２０２４年 n=438

10%

8%

11%

11%

14%

23%

30%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

時間外労働が増える傾向にあること

サービス残業の発生が懸念されること

移動時間の扱いが難しいこと

フレックスタイム制度や中抜け時間などのへの対応が複雑

なこと

特にない

勤務時間や作業内容を正確に把握することが難しいこと



８ ワーケーション（※）をしたことがありますか？
※）仕事（Work）と余暇（Vacation）を組み合わせた造語。テレワークを活用し、普段の職場か
ら離れ、リゾート地等の地域で、普段の仕事を継続しつつ、その地域ならではの活動を行うこと。

許可されている企業は全体の約３割（①）ですが、約６割（②）の企業では既に実施しているか実施して
みたいと思っており関心は高いです。

経営層（部⾧以上、経営者・役員を含む）と社員層（課長職以下）での回答の違い「ない（してみたいと
思っていない）」に差はなかったですが、「ない（許可されてないが、できればしてみたい）」では社員層
が１３％多く回答があり、できればしてみたいと思っている社員層が多いことが伺えます。また「したこと
がある」との回答は経営層が社員層の倍近くありました。

２０２４年 n=438

2%

7%

5%

13%

12%

12%

11%

22%

17%

34%

21%

27%

40%

39%

39%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社員層（課長職以下）

経営層（部長以上、経営者・役員を含む）

全体

予定がある ない（許可されているので、してみたい） ある ない（許可されてないが、できればしてみたい） ない（してみたいとは思っていない）

①

②



＜ワーケーション経験あり、予定あり、許可されておりしてみたい方からの回答＞
９ ワーケーションの実施に関して、どのようなメリットを感じましたか（感じると思いますか）。
（複数回答可）

ワーケーションを実施するメリットとして、「リフレッシュになる」や「ライフ・ワーク・バラ
ンスが向上する」が上位に挙がってきています。

２０２４年 n=148

1%

1%

9%

14%

14%

15%

19%

27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

特にない

その他

仕事の効率が上がる

⾧期休暇が取得しやすくなる

モチベーションが上がる

新しいアイデアの創出につながる

ライフ・ワーク・バランスが向上する

リフレッシュになる



＜ワーケーション経験あり、予定あり、許可されておりしてみたい方からの回答＞
１０ ワーケーションの実施に関して、どのようなデメリットを感じましたか（感じると思い
ますか）。（複数回答可）

仕事とプライベート、経費と自己負担する費用など、公私の区別の難しさをデメリットとす
る回答が約５割と多く、セキュリティへの不安も約２割ありました。

２０２４年 n=148

10%

10%

11%

18%

23%

27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

仕事中ではなく旅行中でも勤務を命じられるよう

になる恐れがある

特にない

旅行先で仕事をしても効率が落ちる

セキュリティ面に不安がある

経費と自己負担する費用の区別が難しい

仕事とプライベートが分けられない



＜ワーケーション経験なし（してみたいとは思っていない）（許可されてないが、できればしてみたい）の方からの回答＞
１１ ワーケーション勤務を導入していない理由（導入の妨げとなっていると考えられる課題）を
教えてください。（複数回答可）

上位４項目（業種としてワーケーションが向いていないため、ワーケーションまで検討できてい
ない、「ワーク」と「休暇」の区別が難しいため、セキュリティ面で不安があるため）の回答数が
がほぼ同じであり、特に傾向は見られませんでした。

２０２４年 n=290

2%

4%

5%

6%

10%

12%

15%

15%

16%

16%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

その他

経営陣・役員の理解や支持が得られないため

社員の成果を評価することが難しいため

ワーケーションの効果を感じないため

労災適用の判断が難しいため

運用できる部署や従業員が限定的になり、社内で不公平感が生じるため

セキュリティ面で不安があるため

ワーク」と「休暇」の区別が難しいため

業種としてワーケーションが向いていないため

ワーケーションまで検討できていないため



＜ワーケーション経験なし（してみたいとは思っていない）（許可されてないが、できればしてみたい）の方からの回答＞
１２ ワーケーション勤務導入にあたり行政に求める支援策を教えてください。（複数回答可）

上位３項目（ワーケーション勤務導入費用の助成、特にない、成功事例などの情報提供）の回答
数ががほぼ同じであるため、特に傾向は見られませんでした。

２０２４年 n=290

2%

5%

12%

14%

14%

16%

18%

19%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

その他

専門家、アドバイザーの派遣の支援

ワーケーション（新しい働き方）の普及促進

ワーケーション勤務ができる施設提供

ワーケーションをトライアルで利用・体験できる機会の提供

成功事例などの情報提供

特にない

ワーケーション勤務導入費用の助成（規程整備、コンサルティ

ング等に係る費用）



１３ テレワークをしている（できる）社員としていない（できない）社員（※）との間に
不公平感はありますか？（あると思いますか？）
※工事現場の作業員や接客対応等のため必ず出社しなければならない従業員など

４１％が不公平感があると回答しており、不公平感はテレワークにおける大きな課題です。

２０２４年 n=438

いいえ, 260件, 
59%

はい, 178件, 
41%



＜不公平感あると回答した方＞
１４ あなたはテレワークをしている（できる）社員ですか？

不公平感があると回答した方のうち、７６％が「はい」と回答しました。

２０２４年 n=178

はい, 135件, 
76%

いいえ, 43件, 
24%



＜不公平感あると回答した方でテレワークのできる方＞
１５ どのような時に不公平感を感じますか（感じると思われますか）。（複数回答可）

費用負担や情報共有、人事評価、孤立感を不安視する回答が多くありました。その他の意見
として「したいけど業務上出来ない人には申し訳ない。」といった職種による不公平感に関す
る回答もありました。

２０２４年 n=135

17%

18%

19%

22%

24%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

周囲に相談できる人がいないため、孤独感や疎

外感を感じる時

その他

適切な人事評価を受けられないおそれがある時

テレワーク勤務者への情報共有がなかなか行わ

れない時

通信費や光熱水費など実費負担が生じる時



＜不公平感あると回答した方でテレワークのできない方＞
１６ どのような時に不公平感を感じますか（感じると思われますか）。（複数回答可）

テレワークができない方のうち、６０％の方が「通勤時間や働き方の自由度などの点で
不公平感を感じる」と回答しました。

２０２４年 n=43

9%

9%

21%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

工事現場や接客等の現場環境が、在宅環境と

比べて悪い時

その他

テレワークは仕事内容が楽そう・さぼりやす

そうなイメージがある時

通勤時間や働き方の自由度などの点でテレ

ワークをしている人との差を感じる時



＜不公平感あると回答した方＞
１７ テレワークの実施に関して、どのような取り組みをすれば不公平感の解消や軽減につな
がると考えられますか。（複数回答可）

進捗状況の見える化や評価制度の見直しなどの回答が上位にあがりましたが、特に傾向は見
られませんでした。その他の意見として「出勤者の手当を出す」や「現場環境の改善」といっ
た回答もありました。

２０２４年 n=178

6%

7%

8%

13%

14%

16%

18%

18%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

メンタルケアの導入

その他

現場の猛暑対策としての空調服の導入や接客の

負担を軽減するデジタル技術の導入等による…

コミュニケーションツールの導入及び運用の見

直し（情報共有の徹底）

時短勤務・フレックスタイム制度など柔軟な働

き方の導入

通信費や光熱水費などの費用負担の見直し（手

当の支給等）

テレワークを前提とした評価制度への見直し

進捗状況を見える化


